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注　認証番号の欄は、導入した環境マネジメントシステムの内容について第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

・環境基本方針/環境基本原則（2022.5～）新たに環境基本方針として制
定

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

毎月法改正情報のウォッチングと判定を行い、「環境法規制一覧表」に反
映し、関係ある法改正情報を拠点に連絡している。定期的な内部監査の実
施、各部門での法順守点検チェック、マネジメントレビュー報告会の報告
により順守状況を確認している。行政よりの指摘はなかった。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

【法規制/お客さま要求事項の順守への対応】：環境法規制・お客さま要
求事項順守
【気候変動への対応】：品質目標とリンクした良品率の向上、作業効率・
機械の運転効率の改善、昼休み消灯徹底、近隣階への移動の際の階段利
用、ネオンサインの消灯、PC、事務OA機器の節電モードと退社時の確認徹
底、こまめな消灯、蛍光灯間引き、エレベーターの時間外停止、蛍光灯の
LED化
【サプライチェーン全体の環境負荷低減】
廃棄物の有価物化推進、廃棄物の発生抑制、
ポジティブ評価リストを活用した環境配慮設計の推進

基 本 方 針

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

内部監査およびマネジメントレビューを年1回開催し、マネジメントシス
テムの評価、見直しを実施している。また環境マネジメントシステムの評
価に関して、外部審査を受けており、年に1度の維持審査、3年に1度の更
新審査によりマネジメントシステムの有効性の評価をしている。さらに必
要に応じて、マネジメントシステムの見直しを実施している。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況 計画通りに取り組みを実施できている。

環境マネジメントシステム導入報告書

ISO14001:2015 /JIS Q 14001:2015

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）

（宛先） 京都府知事

導 入 年 月 日

認 証 番 号

2024年〜2029年　国内グループの環境目標を設定
【法規制/お客さま要求事項の順守への対応】
(1) 環境法規制・地域条例の規制値違反　0件
(2) お客さま要求事項の監査における環境に関係する重大な指摘（Core
Violence）　0件
(3) お客さまの製品含有化学物質要求事項順守違反　0件
【気候変動への対応】
(1) 2029年度までに2020年度比CO2排出量を27％削減する。
(2) CO2排出原単位で、前年度比 1％以上削減する。（省エネ法対象サイ
ト）
【サプライチェーン全体の環境負荷低減】
(1) ゼロエミッション（再生再資源化率99.5%以上）の維持管理に取り組
む。
(2) 廃棄物排出原単位を前年度比1％以上削減する。		
(3) 化学物質使用量の削減に取り組む。			
(4) 水使用量の削減に取り組む。					
(5) 製品設計・開発段階・工程設計段階における省エネ・省資源・耐久
性・資源循環・リサイクル・環境負荷低減などの視点を取り込む。
【生物多様性保全のための汚染の予防】
(1) 汚染での環境リスク予防のため、ハザード評価リストで著しい環境側
面に該当する環境リスクに対してリスク低減対策を行い、2029年度までに
段階的にハザード評価を下げる。		
(2) 環境事故 0件を継続する

NISSHA株式会社
代表取締役社長　鈴木　順也

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

マネジメントレビュー報告会を半期に1回開催し、全部門の目標達成状
況・進捗状況を確認。目標未達成が続く部門に対しては、原因の分析や活
動の見直しを実施。社内イントラネットに資料を掲載し、従業員に周知し
ている。

EMS 593351

　　2001年　6月　20日

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

適 用 範 囲

　　2025年　7月　10日

NISSHA株式会社および国内関係会社において行う生産・開発・販売・管理
の活動および製品・サービスに適用する。

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

京都市中京区壬生花井町3

電話番号： 075-811-8111


